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平成２６年度 公益財団法人奈良県学校給食会事業計画書

Ⅰ．目的及び事業

１ 目 的（定款 第３条）

この法人は、学校教育活動の一環として実施される学校給食に対して、学校給食

用物資の安定供給及び学校給食の普及充実に関する事業並びに学校給食を通じた食

育の支援を行い、もって児童及び生徒の心身の健全な発達に寄与することを目的と

する。

２ 事 業（定款 第４条）

（１）学校給食の支援に関する事業

（２）その他この法人の目的を達成するために必要な事業

Ⅱ．役員、評議員、職員数及び会議

１ 人数 評議員 ７名

役 員 ９名 理事７名（うち理事長１名、常務理事１名）

監事２名

職 員 ４名 （理事兼務職員１名を除く）

２ 会議 評議員会は、定時評議員会１回と臨時で開催。

理事会は、通常理事会２回と臨時で開催。

監事会は、年１回と臨時で開催。

Ⅲ．事業内容

１ 学校給食用物資の安定供給に関する事業

児童、生徒に対して安全で安価な学校給食用物資を県内同一価格で安定供給する。

（１）学校給食対象学校及び対象人員

区 分 平成２５年度 平成２６年度 前年度対比

学校数 人 員 学校数 人 員 学校数（％） 人 数（％）

小 学 校 206校 77,490人 205校 77,289人 99.5% 99.7%
中 学 校 73校 21,770人 77校 24,000人 105.5% 110.2%

特別支援学校 9校 2,260人 9校 2,185人 100.0% 96.7%
合 計 288校 101,520人 291 校 103,474 人 101.0% 101.9%

（注）上記表の数値は、市町村教育委員会等からの報告を集計した見込数です。
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（２）物資供給予定数量（別紙資料参照）

物 資 名 数 量 内 容 等

米 穀 938,500kg 奈良県産新米ヒノヒカリ１等(ビタミン強化)

米 加 工 品 700袋/20kg 島根県、鳥取県、福岡県産米使用

小 麦 粉 14,500袋/25kg カナダ産(60%)、アメリカ産(40%)ブレンド

米粉ミックス粉 2,500袋/20kg 奈良県産米と給食用規格小麦粉をブレンド

脱 脂 粉 乳 760袋/25kg オーストラリア産（関税免除）

輸 入 牛 肉 3,000kg オ－ストラリア産

精 麦 2,800袋/20kg 福井県、石川県、富山県産大麦使用

その他物資（パン副資材) 36,400kg ショートニング、砂糖

〃 （缶・袋） 65,000缶、袋 大豆製品、冷凍うどん、米サラダ油他

〃 （１個） 1,000,000個 柿、いちご、ゼリー、ジャム、米粉製品他

（３）米穀及び小麦粉等の品質検査や製品検査。（残留農薬検査、ＤＮＡ検査、重金

属検査、鮮度判定検査、品質規格検査、パン抜取検査等。）

（４）炊飯工場及びパン委託加工工場衛生管理研修会の実施。

（５）指定工場（とう精工場、炊飯工場、製粉工場、パン工場、地場産物加工工場）

の衛生管理指導や立入検査、検便検査等。

（６）全国学校給食会連合会や近畿ブロックによる物資共同購入の推進。

（７）学校給食用物資価格等諮問調査会の開催。

（８）学校給食用物資開発等調査会の開催。

（９）地場産物活用事業の実施。

２ 学校給食の普及充実及び食育の支援に関する事業

（１）研修会や講習会等の実施（主な事業の内容）

事 業 名 期日等 対 象 者 開催地

学校給食事務説明会 ４月 市町村教委担当者等 橿原市

栄養教諭・学校栄養職員研修会 ７月 栄養教諭・学校栄養職員 田原本町

学校給食センター所長等研修会 ７月 給食センター所長等 橿原市

栄養教諭・学校栄養職員夏期研修会 ７月 栄養教諭・学校栄養職員 田原本町

学校給食衛生管理指導者実技講習会 ７月 調理員等 県内２会場

奈良県学校給食研究大会 ８月 学校給食関係者 橿原市

特別支援学校給食指導研究会研修会 ８月 栄養教諭、調理員等 県 内

奈良県健康教育研究大会 １１月 学校長等 田原本町

栄養教諭・学校栄養職員料理研修会 １２月 栄養教諭・学校栄養職員 田原本町

（２）食育に関する調査研究及び事業支援並びに栄養教諭支援事業。

（３）衛生管理のための検査機器の無償貸出及び消耗品の無償提供。

（４）地場産物活用方策の調査研究及び献立研究。

（５）学校給食功労者表彰及び永年勤続表彰。

（６）学校給食関係機関及び団体に対する助成及び事業連携。

（７）学校給食に関する情報の収集とホームページ等を通じた情報の提供。



- 3 -

（８）奈良県及び奈良県教育委員会との共催事業を通じた学校給食普及事業。（ふる

さと知事ネットワークに係る学校給食交流事業、体力向上ホップ・ステップ

・ジャンプ事業）

３ 中央機関等が主催する主な事業及び研修会等

事 業 名 期 日 等 開催地

東海・北陸・近畿ブロック学校給食研究協議会 ６月３日 愛知県

第９回食育推進全国大会 ６月２１日～２２日 長野県

全国学校給食会連合会定例総会 ６月と２月 東京都

全国学校給食振興期成会定期総会、振興大会 ７月と１０月 東京都

近畿ブロック学校給食連絡協議会 ７月１５日～１６日 兵庫県

近畿ブロック物資共同購入検討会 必要に応じて開催 大阪府

第５５回全国栄養教諭・学校栄養職員研究大会 ７月３１日～８月１日 福井県

全給連 営業力アップ研修会 ９月１８日～１９日 東京都

全給連 事務局長・課長クラスセミナー １０月７日～８日 東京都

全給連 経営者セミナー １１月１１日～１２日 東京都

第６５回全国学校給食研究協議大会 １１月２０日～２１日 山口県

全給連 物資事情視察 １０月～１１月頃予定 未 定

Ⅳ．資金調達及び設備投資

１ 資金調達の見込み

当期中に資金調達の予定はありませんが、運転資金に一時的な不足を生じた場合

は、金融機関から必要額の借入を行います。

２ 設備投資計画の見込み

当期中に重要な設備投資の予定はありません。


